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滋賀県商工労働部商工政策課

滋 賀 県

令和８年度 第１四半期
(令和８年４～６月期)



滋賀県では、県内の景気動向の把握を目的として、四半期毎に景況調査を実施

しております。今期(令和８年４～６月期)の調査結果の概要は次のとおりです。過

去の景況調査結果報告書については、滋賀県公式ホームページをご覧ください。

滋賀県公式ホームページ
https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/shigotosangyou/syougyou/300168.html

目的：滋賀県内の景気動向を把握するため

送付方法：郵便、e-mail

回答受付方法：しがネット受付サービス、FAX、e-mail、郵便、持参

調査対象企業数：滋賀県内の事業所（750社）

回答受付期間：令和８年５月２１日～６月８日
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しがネット FAX 郵送 Eメール 合計

回答数 404 12 7 1 ４24

(割合) 95.3% 2.8% 1.7% 0.2％ 100.0%



回答企業数：424社（回答率56.5%）

※大企業31社、中小企業393社(うち小規模事業者１４５社)

(参考) 地域・業種別回答事業所内訳

(参考) 規模・業種別回答事業所内訳
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製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 合計

大企業 14 2 ０ 4 11 31

中小企業・
小規模事業者

134 73 26 52 108 393

合計 148 75 26 56 119 424

(業種別比率) 34.9％ 17.7％ 6.1% 13.2% 28.1% １００．０％

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 合計

大津地域 22 11 7 12 21 73

南部地域 32 9 4 13 26 84

甲賀地域 22 9 1 7 12 51

東近江地域 26 12 2 7 12 59

湖東地域 13 11 5 12 20 61

湖北地域 15 11 6 3 15 50

高島地域 18 12 1 2 13 46

合計 148 75 26 56 119 424



【結果の概要（業況ＤＩ）】

• 【全体】 今期は▲1８.４と、前期と比べて５.５ポイント悪化した。

来期は▲２７.２と、マイナス幅が拡大する見通しである。

• 【規模別】 大企業では▲3.２とマイナスに転じ、中小企業(小規模事業者を含む)では▲1

９.６となり、マイナス幅が拡大した。

来期は、大企業が▲6.5とマイナス幅が拡大し、中小企業は▲28.8とマイナス幅が拡大

する見通しである。

• 【業種別】 前期と比べて小売業は改善した一方、それ以外の業種は悪化した。来期は、全

業種において、マイナス幅が拡大する見通しである。

※本調査でのDI(ディフュージョン・インデックス)：「増加(好転・上昇・過剰等)」と回答した事業所数の構成比から
「減少(悪化・低下・不足等)」と回答した事業所数の構成比を差し引いた値である。

※今期：令和８年４～６月期、来期：令和8年７～９月期

※業況、生産、売上、経常利益、雇用の水準は前年同時期と比較した回答、
在庫数量、資金繰り、引合いは今期と来期の状況についての回答である。
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県内業況DI最高値

（H19年度調査以降）

H25年度④県内業況DI：6.5

消費税増税（８→10%）

（R１年10月）

R1年度③県内業況

DI：▲24.4

「新型コロナウイルス感染症」の感染拡大

（R２年１月～）

R２年度①県内業況DI：▲69.6（最低値）

R8年度①
県内業況DI：▲ 18.4
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・業況DIは2.3ポイント悪化した
前期から、さらに5.5ポイント悪化
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【今期（令和８年４～６月期）の景況】 ※前年同時期との比較
売上DIはマイナス幅が縮小、業況DI、生産DIはマイナス幅が拡大し、経常利益ＤＩはプラス幅がやや拡大した。
雇用の水準DIはマイナス幅がやや縮小し、不足感が弱まった。

【来期（令和８年７～９月期）の見通し】
生産DIはマイナス幅が縮小、業況ＤＩ、売上DIはマイナス幅が拡大、経常利益DIはマイナスに転じる見通し。
雇用の水準DIはマイナス幅が拡大し、不足感が強まる見通し。
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R4（2022）年度 R5(2023)年度 R6(2024)年度 R7(2025)年度 R8(2026)年度

業況 ▲ 7.4 ▲ 13.0 ▲ 8.5 ▲ 9.6 ▲ 1.7 ▲ 1.6 ▲ 6.7 ▲ 11.2 ▲ 15.4 ▲ 8.3 ▲ 9.7 ▲ 11.8 ▲ 12.3 ▲ 16.7 ▲ 10.6 ▲ 12.9 ▲ 18.4 ▲ 27.2

生産 ▲ 8.2 ▲ 7.0 ▲ 0.8 ▲ 10.3 ▲ 18.8 ▲ 5.6 ▲ 7.2 ▲ 12.7 ▲ 15.8 ▲ 22.0 ▲ 15.4 ▲ 12.6 ▲ 23.5 ▲ 15.5 ▲ 12.9 ▲ 13.6 ▲ 16.6 ▲ 14.5

売上 ▲ 0.7 0.8 ▲ 1.6 ▲ 1.4 1.5 3.0 ▲ 6.5 ▲ 11.0 ▲ 9.7 ▲ 3.6 ▲ 5.0 ▲ 9.5 ▲ 9.6 ▲ 13.7 ▲ 9.0 ▲ 12.0 ▲ 9.4 ▲ 20.6

経常利益 0.0 5.7 3.5 ▲ 3.6 10.2 15.6 12.2 10.8 9.1 9.8 9.5 5.8 7.9 2.1 13.9 3.9 4.0 ▲ 2.1

雇用の水準 ▲ 32.8 ▲ 34.6 ▲ 39.6 ▲ 39.8 ▲ 41.3 ▲ 43.3 ▲ 37.1 ▲ 41.1 ▲ 34.3 ▲ 42.9 ▲ 39.4 ▲ 37.5 ▲ 36.7 ▲ 36.9 ▲ 34.0 ▲ 34.5 ▲ 33.5 ▲ 35.5
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各種ＤＩの推移
（令和４年度 第１四半期～令和８年度 第１四半期）
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【大企業】 今期：▲3.2とマイナスに転じた。 来期：▲6.5とマイナス幅が拡大する見通し。

【中小企業】 今期：▲19.6とマイナス幅が拡大した。 来期：▲２８.８とマイナス幅が拡大する見通し。
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R4(2022)年度 R5（2023）年度 R6（2024）年度 R7（2025）年度 R8(2026)年度

全体 ▲ 7.4 ▲ 13.0 ▲ 8.5 ▲ 9.6 ▲ 1.7 ▲ 1.6 ▲ 6.7 ▲ 11.2 ▲ 15.4 ▲ 8.3 ▲ 9.7 ▲ 11.8 ▲ 12.3 ▲ 16.7 ▲ 10.6 ▲ 12.9 ▲ 18.4 ▲ 27.2

大企業 9.4 ▲ 6.9 ▲ 11.5 0.0 28.6 22.2 4.3 16.7 ▲ 8.8 0.0 5.9 13.3 ▲ 3.4 ▲ 9.1 ▲ 3.1 6.5 ▲ 3.2 ▲ 6.5

中小企業 ▲ 8.8 ▲ 13.5 ▲ 8.3 ▲ 10.4 ▲ 3.9 ▲ 3.8 ▲ 7.4 ▲ 13.5 ▲ 15.8 ▲ 8.8 ▲ 10.9 ▲ 13.6 ▲ 13.0 ▲ 17.1 ▲ 11.3 ▲ 14.4 ▲ 19.6 ▲ 28.8
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【企業規模別】業況DIの推移
（令和４年度 第１四半期～令和８年度 第１四半期）
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【製造業】 今期：▲18.２とマイナス幅が拡大した。 来期：▲２５.７とマイナス幅が拡大する見通し。

【建設業】 今期：▲２９.3とマイナス幅が大幅に拡大した。 来期：▲３３.３とマイナス幅が拡大する見通し。

【卸売業】 今期：▲15.4とマイナス幅に転じた。 来期：▲23.1とマイナスが拡大する見通し。

【小売業】 今期：▲26.8とマイナス幅が縮小した。 来期：▲４３.６とマイナス幅が大幅に拡大する見通し。

【サービス業】 今期：▲8.4とマイナス幅が拡大した。 来期：▲１８.５とマイナス幅が大幅に拡大する見通し。
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R4(2022)年度 R5(2023)年度 R6(2024)年度 R7(2025)年度 R8(2026)年度

全体 ▲ 7.4 ▲ 13.0 ▲ 8.5 ▲ 9.6 ▲ 1.7 ▲ 1.6 ▲ 6.7 ▲ 11.2 ▲ 15.4 ▲ 8.3 ▲ 9.7 ▲ 11.8 ▲ 12.3 ▲ 16.7 ▲ 10.6 ▲ 12.9 ▲ 18.4 ▲ 27.2

製造業 ▲ 12.9 ▲ 15.1 ▲ 9.1 ▲ 25.2 ▲ 10.7 ▲ 8.8 ▲ 5.5 ▲ 17.2 ▲ 21.6 ▲ 20.6 ▲ 11.4 ▲ 11.6 ▲ 17.9 ▲ 15.3 ▲ 9.3 ▲ 10.0 ▲ 18.2 ▲ 25.7

建設業 ▲ 21.9 ▲ 24.6 ▲ 18.8 ▲ 15.6 ▲ 11.0 ▲ 6.3 ▲ 15.9 ▲ 8.2 ▲ 12.2 ▲ 5.4 ▲ 11.5 ▲ 9.2 ▲ 8.0 ▲ 12.8 ▲ 15.3 ▲ 18.4 ▲ 29.3 ▲ 33.3

卸売業 ▲ 4.5 ▲ 14.3 ▲ 26.7 ▲ 14.3 4.2 ▲ 13.8 ▲ 3.6 ▲ 20.0 ▲ 9.1 ▲ 6.5 ▲ 6.5 ▲ 19.4 ▲ 20.7 ▲ 18.2 0.0 0.0 ▲ 15.4 ▲ 23.1

小売業 ▲ 5.6 ▲ 25.0 ▲ 25.6 ▲ 2.2 ▲ 5.6 0.0 ▲ 21.2 ▲ 2.9 ▲ 15.6 ▲ 6.3 ▲ 24.1 ▲ 10.3 ▲ 22.0 ▲ 29.6 ▲ 14.8 ▲ 29.0 ▲ 26.8 ▲ 43.6

サービス業 10.6 1.9 11.9 12.0 17.0 12.0 3.7 ▲ 8.3 ▲ 10.9 3.0 0.0 ▲ 12.7 ▲ 1.8 ▲ 14.8 ▲ 9.6 ▲ 6.5 ▲ 8.4 ▲ 18.5

▲ 50.0
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【企業業種別】業況DIの推移 （令和４年度 第１四半期～令和８年度 第１四半期）
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【業況】 今期：▲3.２とマイナスに転じた。 来期：▲6.5とマイナス幅が拡大する見通し。

【生産】 今期：▲2１.４とマイナス幅が拡大した。 来期：▲21.4と同程度で推移する見通し。

【売上】 今期：＋１６.１とプラス幅が拡大した。 来期：▲6.5とマイナスに転じる見通し。

【経常利益】 今期：+12.9と大幅にプラス幅が縮小した。 来期：+１２.９と同程度で推移する見通し。
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R4(2022)年度 R5(2023)年度 R6(2024)年度 R7（2025）年度 R8(2026)年度

業況 9.4 ▲ 6.9 ▲ 11.5 0.0 28.6 22.2 4.3 16.7 ▲ 8.8 0.0 5.9 13.3 ▲ 3.4 ▲ 9.1 ▲ 3.1 6.5 ▲ 3.2 ▲ 6.5

生産 4.8 ▲ 37.5 ▲ 16.7 ▲ 20.0 ▲ 25.0 0.0 ▲ 22.2 ▲ 7.7 ▲ 38.5 ▲ 8.3 ▲ 33.3 9.1 ▲ 30.8 ▲ 30.0 ▲ 28.6 ▲ 15.4 ▲ 21.4 ▲ 21.4

売上 21.9 3.4 3.8 29.6 39.3 41.7 26.1 8.3 8.8 10.7 11.8 23.3 6.9 0.0 0.0 6.5 16.1 ▲ 6.5

経常利益 50.0 24.1 48.0 18.5 35.7 47.2 52.2 36.1 32.4 42.9 32.4 40.0 17.2 31.8 28.1 35.5 12.9 12.9
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【大企業】①「業況・生産・売上・経常利益」の動向
（令和４年度 第１四半期～令和８年度 第１四半期）
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【在庫数量】 今期：▲11.1とマイナス幅が拡大した。 来期：▲１１.１と同程度で推移する見通し。

【資金繰り】 今期：+3.２とプラス幅が縮小した。 来期：▲6.５とマイナスに転じる見通し。

【引合い】 今期：▲１3.３とマイナスに転じた。 来期：▲１０.０とマイナス幅が縮小する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 4. 業種別 5. 追加設問

10

第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R4(2022)年度 R5(2023)年度 R6(2024)年度 R7（2025）年度 R8(2026)年度

在庫数量 0.0 14.3 5.9 18.8 5.9 11.1 0.0 ▲ 10.5 16.7 ▲ 18.8 ▲ 10.0 6.3 ▲ 17.6 23.1 5.6 ▲ 6.3 ▲ 11.1 ▲ 11.1

資金繰り ▲ 3.1 ▲ 3.4 ▲ 4.2 3.7 ▲ 10.7 2.8 ▲ 4.3 8.3 14.7 3.6 12.1 20.0 3.4 0.0 3.1 6.5 3.2 ▲ 6.5

引合い ▲ 6.5 ▲ 10.7 ▲ 8.0 ▲ 11.5 ▲ 3.7 5.7 0.0 8.6 ▲ 2.9 11.1 ▲ 9.1 ▲ 3.4 ▲ 14.3 ▲ 13.6 ▲ 3.1 13.3 ▲ 13.3 ▲ 10.0
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【大企業】②「在庫数量・資金繰り・引合い」の動向
（令和４年度 第１四半期～令和８年度 第１四半期）
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1. 調査概要 2. 全体 4. 業種別 5. 追加設問

【業況】 今期：▲19.6とマイナス幅が拡大した。 来期：▲28.8とマイナス幅が拡大する見通し。

【生産】 今期：▲16.0とマイナス幅が拡大した。 来期：▲13.7とマイナス幅が縮小する見通し。

【売上】 今期：▲11.5とマイナス幅が縮小した。 来期：▲21.7とマイナス幅が拡大する見通し。

【経常利益】 今期：+３.３とプラス幅が拡大した。 来期：▲３.３とマイナスに転じる見通し。 11



【在庫数量】 今期：▲６.８とマイナス幅が拡大した。 来期：▲14.1とマイナス幅が拡大する見通し。

【資金繰り】 今期：▲13.7とマイナス幅がやや縮小した。 来期：▲19.1とマイナス幅が拡大する見通し。

【引合い】 今期：▲20.1とマイナス幅がやや縮小した。 来期：▲23.5とマイナス幅が拡大する見通し。
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景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問

【業況】 今期：▲18.2とマイナス幅が拡大した。 来期：▲25.7とマイナス幅が拡大する見通し。

【生産】 今期：▲16.6とマイナス幅が拡大した。 来期：▲14.5とマイナス幅が縮小する見通し。

【売上】 今期：▲８.１とマイナス幅が拡大した。 来期：▲１１.５とマイナス幅が拡大する見通し。

【経常利益】 今期：+８.８とプラス幅がやや拡大した。 来期：+３.４とプラス幅が縮小する見通し。 13



【在庫数量】 今期：▲４.８とマイナス幅が拡大した。 来期：▲７.５とマイナス幅が拡大する見通し。

【資金繰り】 今期：▲８.１とマイナス幅が縮小した。 来期：▲1４.９とマイナス幅が拡大する見通し。

【引合い】 今期：▲1６.３とマイナス幅が縮小した。 来期：▲1９.７とマイナス幅が拡大する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問

14



【業況】 今期：▲２９.3とマイナス幅が大幅に拡大した。 来期：▲３３.３とマイナス幅が拡大する見通し。

【売上】 今期：▲２１.３とマイナス幅が縮小した。 来期：▲４２.７とマイナス幅が大幅に拡大する見通し。

【経常利益】 今期：+８.０とプラス幅が縮小した。 来期：+1.３とプラス幅が縮小する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問

15



【資金繰り】 今期：▲１２.０とマイナス幅が拡大した。 来期：▲21.3とマイナス幅が拡大する見通し。

【引合い】 今期：▲32.0とマイナス幅が拡大した。 来期：▲40.0とマイナス幅が拡大する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問
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【業況】 今期：▲1５.４とマイナスに転じた。 来期：▲２３.１とマイナス幅が拡大する見通し。

【売上】 今期：▲７.７とマイナスに転じた。 来期：▲23.1とマイナス幅が大幅に拡大する見通し。

【経常利益】 今期：+１５.４とプラス幅が大幅に拡大した。 来期：±0.0となる見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問
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【在庫数量】 今期：+7.7とプラスに転じた。 来期：▲15.4とマイナスに転じる見通し。

【資金繰り】 今期：▲15.4とマイナス幅が縮小した。 来期：▲2３.１とマイナス幅が拡大する見通し。

【引合い】 今期：▲１１.５とマイナス幅が拡大した。 来期：▲1９.２とマイナス幅が拡大する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問
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【業況】 今期：▲２６.8とマイナス幅が縮小した。 来期：▲43.6とマイナス幅が大幅に拡大する見通し。

【売上】 今期：▲2３.2とマイナス幅が縮小した。 来期：▲41.8とマイナス幅が大幅に拡大する見通し。

【経常利益】 今期：▲８.９とマイナスに転じた。 来期：▲2３.6とマイナス幅が大幅に拡大する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問
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【在庫数量】 今期：▲2１.６とマイナス幅が大幅に拡大した。 来期：▲３２.0とマイナス幅が大幅に拡大する見通し。

【資金繰り】 今期：▲2６.８とマイナス幅が大幅に拡大した。 来期：▲３６.４とマイナス幅が拡大する見通し。

【引合い】 今期：▲３５.7とマイナス幅が大幅に拡大した。 来期：▲３８.2とマイナス幅が拡大する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問
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【業況】 今期：▲８.４とマイナス幅が拡大した。 来期：▲1８.５とマイナス幅が大幅に拡大する見通し。

【売上】 今期：＋２.５とプラスに転じた。 来期：▲７.６とマイナスに転じる見通し。

【経常利益】 今期：▲０.８とマイナス幅が縮小した。 来期：▲１.７とマイナス幅がやや拡大する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問

21



【資金繰り】 今期：▲10.9とマイナス幅が縮小した。 来期：▲10.9と同程度で推移する見通し。

【引合い】 今期：▲１０.1とマイナス幅が縮小した。 来期：▲8.4とマイナス幅が縮小する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問

22



業況
判断

企業コメント 業種

好
転

中東情勢の影響で材料などの入荷に不安定さが現れ始めてはいるが、受注状況は昨年より回復している。 製造業

過去数年間の買い控えが、少し緩んでいるのが現在の受注増につながっていると思うが、資材の高騰がひど
く、景気上昇に冷水がかかることを懸念している。

建設業

中東情勢の不安定からコストが上がっている。極力価格転嫁しているが、追い付かないところもある。 小売業

戦争の影響で仕入れ商品の高騰で売上が好調でも利益は昨年度よりも低い。 サービス業

不
変

生産量が落ち込んでいるが、値上げにより利益が確保できている。 製造業

受注は堅調であるが、採用難などもあり慢性的に人員不足。加えて、今後は中東情勢の影響により資材高騰、
仕入難も見込まれる

建設業

現状、中東情勢悪化による影響は然程大きくないが先行き不透明。 小売業

作業の効率化を進めることによって売上アップを狙うが、材料の価格が上昇しているのと、手に入りにくい物
もあり苦戦を強いられている

サービス業

新規事業所の開設に伴う先行投資により、一時的に利益率が低下したが、来年度には回復の見込みがある。 サービス業

包材関係、原材料の多少の高騰はあるが、売上が取れているので不変としている。 サービス業

悪
化

自動車・家電の在庫調整もあり、受注が鈍化傾向。材料費、動力費などの高騰も影響が出始める。 製造業

中東情勢の影響により、資材価格の高騰、入荷の不安があり、営業活動に支障をきたす状況 建設業

中東情勢の影響で商品の供給が滞っている。 卸売業

原材料等の著しい高騰により、価格転嫁を余儀なくされ、一時的に客足は遠のいたが、それも理解されつつ
あり、今後は前年度水準まで持ち直す見通し。（希望的観測）

サービス業

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問
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景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

24

【追加設問１】

エネルギー・原材料価格の上昇による
価格転嫁の状況について



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

エネルギー・原材料価格の上昇による価格転嫁の状況（全体）

• エネルギー・原材料価格上昇による販売価格への影響について尋ねたところ、 「転嫁していな
い」 が最も多かった。次いで「50～79％転嫁」、「1～19%転嫁」の順に多かった。

※端数の四捨五入により、各項目の合計が100%とならない場合がある
25

0 20 40 60 80 100 120

１．100％転嫁

２．80～99％転嫁

３．50～79％転嫁

４．20～49％転嫁

５．1～19％転嫁

６．転嫁していない

７．コスト増加の影響はない

８．その他

コスト増加分の販売価格への転嫁について （1つ選択、回答数：424）

1.製造業 2.建設業 3.卸売業 4.小売業 5.サービス業

（社）

44 （10.4%）

46 （10.8%）

75 （17.7%）

55 （13.0%）

74 （17.5%）

104（24.5%）

18 （4.2%）

8 （1.9%）



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

エネルギー・原材料価格の上昇による価格転嫁の状況（令和６年度第３四半期からの比較）

• エネルギー・原材料価格上昇による販売価格への影響について、令和６年度第３四半期から令
和８年度第１四半期までを比較したところ、「転嫁していない」の割合は同水準で推移している。

• 令和８年度第１四半期においては、「100％転嫁」が10%を超えた。

26※端数の四捨五入により、各項目の合計が100%とならない場合がある

6.3%

5.6%

4.4%

10.4%

12.3%

12.6%

11.3%

10.8%

23.3%

21.5%

22.2%

17.7%

14.5%

13.6%

14.6%

13.0%

15.6%

18.2%

18.1%

17.5%

23.5%

23.8%

23.1%

24.5%

3.5%

4.2%

5.3%

4.2%

1.1%

0.5%

0.9%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6.第３四半期

R7.第1四半期

R7.第3四半期

R8.第1四半期

エネルギー・原材料価格等上昇による販売価格への影響

１．100%転嫁 ２．80～99%転嫁 ３．50～79%転嫁
４．20～49%転嫁 ５．1～19%転嫁 ６．転嫁していない
７．コスト増加の影響はない ８．その他



10.1%

13.3%

15.4%

8.9%

8.4%

12.2%

9.3%

23.1%

14.3%

5.9%

18.9%

29.3%

19.2%

16.1%

9.2%

14.9%

14.7%

19.2%

12.5%

8.4%

17.6%

16.0%

3.8%

23.2%

18.5%

20.3%

13.3%

15.4%

19.6%

41.2%

2.0%

4.0%

3.8%

3.6%

7.6%

4.1%

1.8%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.製造業

2.建設業

3.卸売業

4.小売業

5.サービス業

コスト増加分の販売価格への転嫁 （業種別）

１．100％転嫁 ２．80～99％転嫁 ３．50～79％転嫁 ４．20～49％転嫁

５．1～19％転嫁 ６．転嫁していない ７．コスト増加の影響はない ８．その他

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

エネルギー・原材料価格の上昇による価格転嫁の状況（業種別）

• エネルギー・原材料価格上昇による販売価格への影響について業種別にみると、サービス業
は「転嫁していない」が最も多かった

27



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

販売価格への転嫁ができない理由（全体）

• 販売価格への転嫁ができない理由について尋ねたところ、「競合他社との価格競争（値上げに
よる売上減少等）」が最も多かった。

• 次いで「取引先または消費者の理解が得られない」、「自社努力によりコスト増加分を吸収可
能」の順に多かった。

28
※端数の四捨五入により、各項目の合計が100%とならない場合がある

0 50 100 150 200

１．取引先または消費者の理解が

得られない

２．競合他社との価格競争

（値上げによる売上減少等）

３．長期契約のため価格改定が困難

４．自社努力によりコスト増加分を

吸収可能

５．自社の交渉力、または

交渉自体が難しい

６．その他

販売価格への転嫁ができない理由 （1つ選択、回答数：361）

1.製造業 2.建設業 3.卸売業 4.小売業 5.サービス業

（社）

70 （19.3%）

150 （41.4%）

33 （9.1%）

39 （10.8%）

28 （7.7%）

41 （11.3%）



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

販売価格への転嫁ができない理由（令和6年度第３四半期からの比較）

• 販売価格への転嫁ができない理由について、令和6年度第３四半期から令和８年度第１四半
期までを比較したところ、 「取引先または消費者の理解が得られない」、「競合他社との価格
競争（値上げによる売上減少等）」 の割合は減少した。

29※端数の四捨五入により、各項目の合計が100%とならない場合がある

23.8%

24.6%

21.9%

19.3%

43.0%

46.1%

48.5%

41.4%

7.7%

4.9%

8.8%

9.1%

10.8%

9.8%

10.1%

11.3%

9.9%

9.8%

5.7%

10.8%

4.8%

4.7%

5.2%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R6.第３四半期

R7.第1四半期

R7.第3四半期

R8.第1四半期

販売価格への転嫁ができない理由

１．取引先または消費者の理解が得られない ２．競合他社との価格競争（値上げによる売上減少等）

３．長期契約のため価格改定が困難 ４．自社努力によりコスト増加分を吸収可能

５．自社の交渉力、または交渉自体が難しい ６．その他



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

販売価格への転嫁ができない理由（業種別）

• 販売価格への転嫁ができない理由について、全業種で「競合他社との価格競争（値上げによる
売上減少等）」が最も多くなった。

• 特に卸売業では、7５％以上が「競合他社との価格競争（値上げによる売上減少等） 」となった。

30

15.4%

16.1%

4.8%

28.6%

25.0%

39.2%

46.8%

76.2%

49.0%

30.0%

10.8%

14.5%

9.5%

2.0%

7.0%

10.0%

9.7%

9.5%

6.1%

17.0%

16.2%

9.7%

10.2%

7.0%

8.5%

1.6%

4.1%

14.0%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.製造業

2.建設業

3.卸売業

4.小売業

5.サービス業

販売価格への転嫁ができない理由 （業種別）

１．取引先または消費者の理解が得られない ２．競合他社との価格競争（値上げによる売上減少等）

３．長期契約のため価格改定が困難 ４．自社努力によりコスト増加分を吸収可能
５．自社の交渉力、または交渉自体が難しい ６．その他
無回答



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

販売価格への転嫁が困難なコスト（全体）

• 販売価格への転嫁が困難なコストについて尋ねたところ、「エネルギーコスト（電気代、ガス代、
燃料費等）」 が最も多かった。次いで、「労務費」、「原材料費」の順に多かった。

31※各項目の割合は、回答者数に占める割合（複数回答のため合計は100%にならない）

62

74

83

6

37

31

35

2

11

13

9

29

32

26

1

45

74

54

2

0 50 100 150 200 250

１．原材料費

２．エネルギーコスト

（電気代･ガス代･燃料費等）

３．労務費

４．その他

販売価格への転嫁が困難なコスト （複数選択、回答者数：362）

1.製造業 2.建設業 3.卸売業 4.小売業 5.サービス業

（社）

184 （50.8%）

224 （61.9%）

207 （57.2%）

11 （3.0%）



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

販売価格への転嫁が困難なコスト（令和6年度第３四半期からの比較）

• 販売価格への転嫁が困難なコストについて、令和6年度第３四半期から令和８年度第１四半期
までを比較したところ、「原材料費」および「エネルギーコスト（電気代、ガス代、燃料費等）」の
項目で割合が増加、「労務費」の項目が同程度の水準で推移した。

32※各項目の割合は、回答者数に占める割合（複数回答のため合計は100%にならない）

38.5%

48.8%

56.9%

2.2%

43.0%

47.4%

55.2%

1.8%

42.1%

48.2%

59.0%

1.8%

50.8%

61.9%

57.2%

3.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

１．原材料費

２．エネルギーコスト

(電気代、ガス代、燃料費等) 

３．労務費

４．その他

販売価格への転嫁が困難なコスト

R6.第３四半期 R7.第1四半期 R7.第3四半期 R8.第1四半期



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

33

【追加設問２】

中東情勢緊迫化による影響について



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

【現時点】中東情勢緊迫化が及ぼしている影響

• 現時点で中東情勢緊迫化が及ぼしている影響について尋ねたところ、「悪影響がある」が
48.6％、「少し悪影響がある」が41.3％で、全体の89.9%が悪影響を受けると回答した。

• 「影響はない」が5.9％、「分からない」が3.3％であった。

34

1.悪影響が

ある48.6%
2.少し悪影

響がある

41.3%

3.影響はない 5.9%

4.少し好影響がある 0.7%

5.好影響がある 0.0%

6.分からない 3.3%

無回答 0.2%

【現時点】で中東情勢緊迫化が及ぼしてい

る影響（1つ選択、回答数：424）

0 50 100 150 200 250 300

１．悪影響がある

２．少し悪影響がある

３．影響はない

４．少し好影響がある

５．好影響がある

６．分からない

【現時点】で中東情勢緊迫化が及ぼしている影響

（1つ選択、回答数：423）

1.製造業 2.建設業 3.卸売業 4.小売業 5.サービス業

（社）

206（48.6%）

175（41.3%）

25 （5.9%）

3 （0.7%）

0 （0.0%）

14（3.3%）



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

【現時点】中東情勢緊迫化が及ぼしている影響（業種別）

• 現時点で中東情勢緊迫化が及ぼしている影響について、「悪影響がある」と「少し悪影響があ
る」の合計は、製造業、サービス業以外の業種で90%を超えた。

• 「影響はない」の割合がサービス業で約10％となった。

35

49.3%

54.7%

38.5%

58.9%

41.2%

39.9%

38.7%

57.7%

39.3%

42.0%

4.7%

5.3%

11.8%

0.7%

3.8%

0.8%

4.7%

1.3%

1.8%

4.2%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.製造業

2.建設業

3.卸売業

4.小売業

5.サービス業

【現時点】で中東情勢緊迫化が及ぼしている影響（業種別）

１．悪影響がある ２．少し悪影響がある ３．影響はない ４．少し好影響がある ５．好影響がある ６．分からない 無回答



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

【現時点】中東情勢緊迫化が及ぼしている悪影響の内容

• 現時点で中東情勢緊迫化が及ぼしている悪影響の内容について、「原材料コストの上昇」が
75.3%で最も多かった。

• 次いで「エネルギーコストの上昇」、 「原材料等の調達困難化」、「物流コストの上昇、物流の遅
延」の順に多かった。

36※各項目の割合は、回答者数に占める割合（複数回答のため合計は100%にならない）

0 50 100 150 200 250 300 350

１．エネルギーコストの上昇

２．エネルギーの調達困難化

３．原材料等コストの上昇

４．原材料等の調達困難化

５．物流コストの上昇、物流の遅延

６．資金繰りの悪化

７．中東地域との取引継続困難化

８．金融市場の不安定化

９．雇用継続、賃上げ実現困難化

１０．事業活動の延期、停止（一部停止を含む）

１１．その他

【現時点】中東情勢緊迫化による悪影響（複数選択、回答数：381）

1.製造業 2.建設業 3.卸売業 4.小売業 5.サービス業

（社）

227 （59.6%）

67 （17.6%）

219 （57.5%）

151 （39.6%）

32 （8.4%）

287 （75.3%）

7 （1.8%）

12 （3.1%）

43 （11.3%）

13 （3.4%）

6 （1.6%）



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

【今後】中東情勢緊迫化が及ぼす懸念のある影響

• 今後、中東情勢緊迫化が及ぼす懸念のある影響について尋ねたところ、「悪影響がある」が
50.7％、「少し悪影響がある」が40.8％で、全体の91.5%が悪影響を受けると回答した。

• 「影響はない」が2.8％、「分からない」が4.2％であった。
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48.6%

41.3%

5.9%

0.7%
0.0% 3.3%

0.2%

１．悪影響がある ２．少し悪影響がある
３．影響はない ４．少し好影響がある
５．好影響がある ６．分からない
無回答

【今後】中東情勢緊迫化が及ぼしている影響
（1つ選択、回答数：424）

0 50 100 150 200 250

１．悪影響がある

２．少し悪影響がある

３．影響はない

４．少し好影響がある

５．好影響がある

６．分からない

【今後】中東情勢緊迫化が及ぼす懸念のある影響

（1つ選択、回答数：424）

1.製造業 2.建設業 3.卸売業 4.小売業 5.サービス業

（社）

215（50.7%）

173 （40.8%）

12 （2.8%）

6 （1.4%）

0 （0.0%）

18 （4.2%）

1.悪影響がある

50.7%
2.少し悪影響が

ある 40.8%

3.影響はない2.8%

4.少し好影響がある 1.4%

5.好影響がある 0.0%

6.分からない4.2%

【今後】中東情勢緊迫化が及ぼす懸念のある

影響（1つ選択、回答数：424）



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

【今後】中東情勢緊迫化が及ぼす懸念のある影響（業種別）

• 今後、中東情勢緊迫化が及ぼす懸念のある影響について、「悪影響がある」と「少し悪影響があ
る」の合計は、サービス業以外全ての業種で90%を超えた。

38

52.7%

61.3%

38.5%

55.4%

42.0%

39.2%

34.7%

53.8%

41.1%

43.7%

1.4%

2.7%

6.7%

0.7%

1.3%

3.8%

1.8%

1.7%

6.1%

3.8%

1.8%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.製造業

2.建設業

3.卸売業

4.小売業

5.サービス業

【今後】中東情勢緊迫化が及ぼす懸念のある影響（業種別）

１．悪影響がある ２．少し悪影響がある ３．影響はない ４．少し好影響がある ５．好影響がある ６．分からない



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

【今後】中東情勢緊迫化が及ぼす懸念のある悪影響の内容

• 今後、中東情勢緊迫化が及ぼす懸念のある悪影響の内容について尋ねたところ、「原材料コス
トの上昇」が全体の76.0%で最も多かった。

• 次いで「エネルギーコストの上昇」、 「原材料等の調達困難化」、「物流コストの上昇、物流の遅
延」の順に多かった。

39※各項目の割合は、回答者数に占める割合（複数回答のため合計は100%にならない）

0 50 100 150 200 250 300 350

１．エネルギーコストの上昇

２．エネルギーの調達困難化

３．原材料等コストの上昇

４．原材料等の調達困難化

５．物流コストの上昇、物流の遅延

６．資金繰りの悪化

７．中東地域との取引継続困難化

８．金融市場の不安定化

９．雇用継続、賃上げ実現困難化

１０．事業活動の延期、停止（一部停止を含む）

１１．その他

【今後】中東情勢緊迫化が及ぼす懸念のある悪影響（複数選択、回答数：388）

1.製造業 2.建設業 3.卸売業 4.小売業 5.サービス業

（社）

245 （63.1%）

95 （24.5%）

237 （61.1%）

181 （46.6%）

53 （13.7%）

295 （76.0%）

5 （1.3%）

12 （3.1%）

55 （14.2%）

20 （5.2%）

3 （0.8%）



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

【現時点と今後の比較】中東情勢緊迫化が及ぼしている影響

• 中東情勢緊迫化が及ぼしている影響について、【現時点】と【今後】を比較したところ、「悪影響
がある」の割合は、【現時点】から【今後】にかけて増加した。

• 「影響はない」の割合は、【現時点】から【今後】にかけて減少した。
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4.2%

0.0%

1.4%

2.8%

40.8%

50.7%

3.3%

0.0%

0.7%

5.9%

41.4%

48.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

６．分からない

５．好影響がある

４．少し好影響がある

３．影響はない

２．少し悪影響がある

１．悪影響がある

【現時点と今後の比較】中東情勢緊迫化による影響

（回答数【現時点】423、【今後】424）

現時点 今後



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

【現時点と今後の比較】中東情勢緊迫化が及ぼしている悪影響の内容

• 中東情勢緊迫化が及ぼしている悪影響の内容について、【現時点】と【今後】を比較したところ、
半分の項目で【現時点】よりも【今後】の方が回答割合が多かった。

• 【現時点】 から【今後】 の増加割合は、「エネルギーの調達困難化」において最も多かった。
• 次いで「資金繰りの悪化」、 「物流コストの上昇、物流の遅延」の順に多かった。

41

0.2%

1.7%

4.6%

1.0%

0.4%

4.4%

15.1%

19.7%

24.6%

7.9%

20.4%

0.6%

1.2%

4.0%

1.1%

0.7%

3.0%

14.2%

20.6%

27.0%

6.3%

21.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

１１．その他

１０．事業活動の延期、停止

（一部停止を含む）

９．雇用継続、賃上げ実現困難化

８．金融市場の不安定化

７．中東地域との取引継続困難化

６．資金繰りの悪化

５．物流コストの上昇、物流の遅延

４．原材料等の調達困難化

３．原材料等コストの上昇

２．エネルギーの調達困難化

１．エネルギーコストの上昇

【現時点】と【今後】中東情勢緊迫化が及ぼす悪影響比較

（複数選択、回答数【現時点】381、【今後】388）

現時点 今後



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

中東情勢緊迫化を受けた取組や対策

• 中東情勢緊迫化を受けて実施する取組や対策について尋ねたところ、「価格転嫁をする」が全
体の44.6％で最も多かった。

• 次いで「エネルギーや原材料等の調達先の多様化」、 「未定（わからない）」が順に多かった。

42
※各項目の割合は、回答者数に占める割合（複数回答のため合計は100%にならない）

0 50 100 150 200

１．エネルギーや原材料等の調達先の多様化

２．省エネ設備を導入する

３．価格転嫁をする

４．新たな販路を開拓する、新事業を展開する

５．金融機関からの一時的な借り入れ、制度融資の活用

６．既存事業の延期、停止（一部停止を含む）

７．設備投資計画の見直し

８．賃上げや採用計画の見直し

９．未定（わからない）

１０．その他

中東情勢緊迫化を受けた取組や対策（複数選択、回答数：424）

1.製造業 2.建設業 3.卸売業 4.小売業 5.サービス業

（社）

124 （29.2%）

189 （44.6%）
54 （12.7%）

36 （8.5%）

45 （10.6%）

6 （1.4%）

16 （3.8%）

44 （10.4%）

119 （28.1%）

36 （8.5%）



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和８年度 第１四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

中東情勢緊迫化を受けて滋賀県に求める支援

• 中東情勢緊迫化を受けて滋賀県に求める支援について尋ねたところ、主な回答は下記のとお
りであった（自由記述）。 ※ 回答数：37件

43

区分 滋賀県に求める支援 業種

設備投資 省エネ設備導入支援 ／ 宿泊施設の建物修繕のための支援
小売業、
サービス業

資金繰り
無利子の融資や貸付金、利子補給制度の創設 ／ 制度融資の特別枠の拡大
／ コロナ時のような金融支援策（セーフティネット資金など）

製造業、建設業、
卸売業、小売業

販路開拓
販路開拓支援 ／新規事業開拓のためのビジネスマッチング支援の強化 ／
外部専門人財活用のための支援

製造業

エネルギー、資材
エネルギー・原材料価格高騰にかかる支援 ／ 石油やナフサ、資材の安定供給 ／
運送業者に向けた燃料費補助

製造業、建設業、
卸売業、小売業、
サービス業

賃上げ、人材確保 賃上げ努力に対する支援 ／ 雇用維持・人材確保・賃上げ支援
製造業、
サービス業

その他
地域での消費促進対策 ／ 減税 ／ 価格転嫁支援 ／ きめ細かな情報提供
／ 給付金 ／ 部品調達困難による工場のライン停止時の休業保障

製造業、建設業
小売業、
サービス業


